


  

対応時の服薬確認などに役立てるために設けている。③は、緊急時や災害時等、寝室がわからない

と何処で寝ているかわからないといった救出時の支障を軽減するために設けている。④は、個人情

報の承諾と「関係機関があなたを支えるネットワークとして見守っています」という意識啓発を目

的に設けている。 

 

・ 支 センタ への か  

地域包括に寄せられる様々な相談ケースに対し、民生委員と

の連携や見守りネットワーク事業の給食サービス利用紹介など

と共に、困難ケースなどは、警察・区長や近隣者及び関係機関

とのネットワークを作り、地域での見守り支援体制と専門機関

と連携しながら把握・見守り体制を作っている。 

 

タ 利  

・ 会 会 の タ  

社会福祉協議会は、当事者・家族・民生

委員・ホームヘルパーやケアマネジャー等、

様々なところから地域の福祉対象者の情報

が集まってくる。そのように集まってくる

要援護情報や個人情報を社協ではデータベ

ース化し管理している。そのデータを社協

内の各部署や各事業所から速やかにデータ

確認ができ、各関係機関、福祉相談、緊急

対応等に活用し、地域ケア体制機能の充実

を図っている。 

 

・ 防 、 への  

上記のデータ活用の例として、消防署とのデータ共有がある。このような要援護者情報を総合的

に集めることができるのは、社会福祉協議会が、行政、福祉施設、地域住民、各種団体からなる協

議体であるからである。 

この情報を活用することで誰もが安心して暮らすことのできる福祉ネットワークを推進している

が、これら要援護者データを消防署に提供することで、社協業務時間外(22:00～翌 7:00)の間も

365 日 24 時間体制で社協が対応している。例えば、１人暮らし高齢者が深夜に救急要請した場合

でも、本会から知らせてあるデータに該当する要援護世帯であった場合は、消防署から社協の夜間

緊急携帯電話に連絡が入り、担当職員がすぐにケース情報を持って駆けつける福祉ネットワーク体

制を確立させている。一人暮らしの方が救急搬送された場合の親族等への連絡や医療費の支払から、

入院になる場合は着替えの準備、入院手続き、自宅の電気やガスの確認と施錠等々、状況が落ち着

くまであらゆる支援を行っている。 

また、警察との連携では、認知症・精神・虐待等々の要援護世帯の様々な事件に対して、情報を

提供したり一緒に捜索や対応をしたりなど、連携を図っている。 
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女性が久しぶりに郷の幼馴染と顔を合わせたりするなどの場を持つことや、まだ給食サービスを利

用していない方にサービスを紹介すると共に、この集いには地区の自治会長、民生委員やボランテ

ィアの方々にも参加してもらっており、給食サービスの利用により見守りネットワークに入ってい

ることの確認機会としても実施している。 

 

②介 の い 

地域住民の抱える様々な福祉課題を、地域住民によるネットワークで支

援していく形として、当事者組織の組織化支援がある。「介護者の集い」

では在宅介護者の方々を集め、日頃の介護を離れ心身ともにリフレッシュ

をしてもらう事や簡単な介護技術講習、同じ体験をするもの同士の交流会

などを目的に開催し、いずれは介護者同士による支え合いネットワークを

目指している。 

現在、地域包括支援センターが中心となり、認知症を抱える家族会の組

織化に向け、活動を展開している。 

 

３ め 

①必  

菰野町社会福祉協議会の使命として掲げている「みんなで支え合い、誰もが地域で安心して心豊

かに暮らすことができる福祉のまちづくり」を推進していくためには、行政が実施するフォーマル

サービスの充実はもちろんであるが、それら諸制度の枠内でだけで解決できない多くのケース、つ

まりフォーマルサービスや制度の隙間から漏れてしまう福祉課題を解決していくには、社協などが

中心となり進めている「地域住民による支え合い活動」が重要であり、このフォーマル・インフォ

ーマルのサービスがうまく連携し機能することが、地域福祉推進の要と言って良いのではないか。 

しかし、比較的保守的な市町では従来からの近隣相互の見守りや支え合いの活動が残ってはいる

ものの、近隣のコミュニティー関係の希薄化により、地域で見守り支えるシステムにまではなりえ

ていない。これらを推進し、一部の個の支援から地域住民相互のネットワーク支援へと展開してい

くのは、社会福祉協議会の重要な役割である。 

その取り組みのひとつとして、先に述べてきた諸事業のように、社協が様々な事業に取り組み、

そこに当事者及びそれを支援する地域住民を巻き込んで、地域住民による支え合い活動をシステム

化していくことが求められている。 
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